＜記載例Ⅴ―Ⅰ＞
（注）一般則第６条，第６条の２，第７条，第７条の２，第７条の３，第８条及び第８条の２を準用している部分については，省略してありますが，提出する報告書には該当する条項ごとに判定基準及び検査結果等を記載願います。
法第12条第1項及び第２項の技術上の基準に関する事項

（一般則第11条の基準に対応する事項：処理能力30Ｎｍ3/日以上）
	条　　項
	対　　応　　事　　項
	備　　考

	第６条の準用

（第1号）
	製造設備が定置式製造設備である場合は，第６条の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅰ及びⅡ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第６条の２の準用

（第２号）
	製造設備がコールドエバポレータである場合は，第６条の２の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅲ及びⅣ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第７条の準用

（第３号）
	製造設備が圧縮天然ガススタンドである場合は，第７条の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅴ及びⅥ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第７条の２の準用（第４号）
	製造設備が液化天然ガススタンドである場合は，第７条の２の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅶ及びⅧ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第７条の３の準用
（第５号）
	製造設備が圧縮水素スタンド（当該圧縮水素スタンド内の圧縮水素の常用の圧力が82MPa以下のものに限り，液化水素を使用する場合にあっては，当該圧縮水素スタンド内の液化水素の常用の圧力が１MPa未満のものに限る。）である場合は，第７条の３の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅸ及びⅩ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第８条の準用

（第６号）
	製造設備が移動式製造設備（移動式圧縮水素スタンドを除く。）である場合は，第８条の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-ⅩⅠ及びⅩⅡ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第８条の２の準用
（第７号）
	製造設備が移動式圧縮水素スタンドである場合は，第８条の２の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-ⅩⅢ及びⅩⅣ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	法第12条第１項及び第２項の技術上の基準に関する事項

（一般則第12条の基準に対応する事項：処理能力30Ｎｍ3/日未満）
※圧縮水素スタンド及び移動式圧縮水素スタンドを除く

	条　　項
	対　　応　　事　　項
	備　　考

	第６条第１項の準用

(第1項第1号)
	製造設備が定置式製造設備である場合は，第６条第１項第１号，第３号，第６号，第９号から第13号まで，第16号，第19号，第20号，第22号，第23号，第26号，第31号，第33号及び第35号から第39号の２までの基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅰ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	第８条第１項の準用

(第1項第２号)
	製造設備が移動式製造設備である場合は，第８条第１項第１号から第４号の基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-ⅩⅠ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	高圧ガスの充塡
(第２項第１号)
	高圧ガスを容器に充塡するときは，火気を取り扱う場所，多数の人の集合する場所又は引火性若しくは発火性の物の堆積した場所から５ｍ以内で行いません。
	添付書類

№



	第６条第２項の準用
(第２項第２号)
	第６条第２項第１号イ，ハ，ニ及びへ，第２号ロ（当該車両用の燃料を充塡する場合を除く。），ニ，ホ及びト，第３号イからハまで及びホ並びに第４号から第８号までの基準に適合します。（「＜記載例Ⅱ-Ⅱ＞」を参照してください。）
	添付書類

№

	酸素又は三フッ化窒素の充塡
(第２項第３号)
	酸素又は三フッ化窒素を容器に充塡するときは，バルブ及び容器に付着した石油類又は油脂類を除去し，かつ，容器とバルブの間には，可燃性のパッキンを使用しません。
	添付書類

№



	充塡容器等のバルブ，枝管の加熱

(第２項第４号)
	高圧ガスを容器に充塡するため充塡容器等，バルブ又は充塡用枝管を加熱する場合は次のいずれかの方法により行います。

イ　熱湿布を使用します。

ロ　温度40度以下の温湯その他の液体を使用します。

ハ　設置場所及び高圧ガスの種類に応じた防爆性能を有する空気調和設備(空気の温度を40度以下に調整する自動制御装置を設けたもので，火気で直接加熱するもの，可燃性ガスを冷媒とするもの以外)を使用します。
	添付書類

№



	シアン化水素の移充塡
(第２項第５号)
	　容器に充塡したシアン化水素を別の容器に充塡するときは，容器に充塡した後60日を超えません。（純度98％以上で，かつ，着色していないものを除く。）
	添付書類

№

	移動式製造設備の車両固定容器への充塡
(第２項第６号)
	移動式製造設備は，車両に固定した容器（当該車両用の燃料を充塡する場合）には充塡しません。
	添付書類

№


法第12条第1項及び第２項の技術上の基準に関する事項

（一般則第12条の２の基準に対応する事項：圧縮水素スタンド）
	条　　項
	対　　応　　事　　項
	備　　考

	第６条第１項の準用

（第１項第1号）
	第６条第１項第１号，第６号，第９号から第14号まで，第16号，第18号から第20号まで，第22号，第26号，第27号，第38号，第39号及び第41号並びに第７条の３第１項第３号，第５号から第11号まで，第14号，第15号及び第17号の基準に適合します。
（圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合は，第7条の３第１項第５号，第11号及び第17号を除く。）
	添付書類

№

	設備距離
（第１項第２号）
	貯蔵設備，処理設備の外面から第１種保安物件（　　　　 ），第２種保安物件（　　　　　　）まで，規定以上の距離を確保します。
　　第１種設備距離L１　＝　　　　　　ｍ，計画　　　　　ｍ
第２種設備距離L２　＝　　　　　　ｍ，計画　　　　　ｍ
（圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合はこの限りではありません。）
	添付書類

№

	ディスペンサーの保安距離
（第１項第３号）
	１　ディスペンサーから第１種保安物件（　　　　 ），第２種保安物件（　　　　　　）まで，規定以上の距離を確保します。
第１種設備距離L１　＝　　　　　　ｍ，計画　　　　　ｍ
第２種設備距離L２　＝　　　　　　ｍ，計画　　　　　ｍ
２　ディスペンサー本体の外面から行動の道路境界線に対し８ｍ（圧縮水素スタンドの常用の圧力が40MPa以下の場合にあっては６ｍ）以上の距離を有し，又はこれと同等以上の措置を講じます。
（圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合はこの限りではありません。）

	添付書類

№

	貯槽及び蓄圧器に取り付けた遮断措置
（第１項第４号）


	圧縮水素の貯槽及び蓄圧器に取り付けた配管（圧縮水素を送り出し，又は受け入れるために用いられるものに限り，貯槽及び蓄圧器と配管との接続部を含む.）には，圧縮水素を送り出し，又は受け入れるとき以外は自動的に閉止することができる遮断措置を講じます。

	添付書類

№

	第６条の準用

（第２項第1号）
	第６条第１項第１号，第６号，第９号から第14号まで，第16号，第18号から第20号まで，第22号，第26号，第27号，第38号及び第41号，第７条の３第１項第１７号並びに同上第２項第５号，第６号，第８号，第９号，第14号，第16号，第18号から第20号まで，第23号から第28号まで，第31号，第33号へ，第34号及び第36号の基準に適合します。
（圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合は，第7条の３第２項第８号及び第28号を除く。）
	添付書類

№

	高圧ガス設備の外面から敷地境界に対する距離
（第２項第２号）
	１　高圧ガス設備（次号及び第3号に掲げるものを除く。）は、その外面から当該事業所の敷地境界（以下この項において「敷地境界」という。）に対し8ｍ（常用の圧力が40MPa以下の可燃性ガスが通る部分にあっては、6ｍ）以上の距離を有します。
２　規定の距離に満たない場合，防火上及び消火上有効な措置を講じます。
	添付書類

№

	ディスペンサー本体の外面から道路境界に対する距離（第２項第３号）
	１　ディスペンサーは、その本体の外面から公道の道路境界線に対し8ｍ（圧縮水素スタンドの常用の圧力が40MPa以下の場合にあっては、6ｍ）以上の距離を有し、又はこれと同等以上の措置を講じます。
２　規定の距離に満たない場合，防火上及び消火上有効な措置を講じます。
	添付書類

№

	貯槽及び蓄圧器に取り付けた遮断措置
（第２項第４号）


	圧縮水素の貯槽及び蓄圧器に取り付けた配管（圧縮水素を送り出し，又は受け入れるために用いられるものに限り，貯槽及び蓄圧器と配管との接続部を含む.）には，圧縮水素を送り出し，又は受け入れるとき以外は自動的に閉止することができる遮断措置を講じます。

	添付書類

№

	圧縮機等とディスペンサーの障壁
（第２項第５号
	１　圧縮機、蓄圧器及び送ガス蒸発器とディスペンサーとの間には障壁を設置します。
該当○印
種類
構造
鉄筋コンクリート製造
直径9mm以上の鉄筋を縦，横40cm以下の間隔に配筋し，厚さ12cm以上，高さ2m以上のものであること
コンクリートブロック製
直径9mm以上の鉄筋を縦，横40cm以下の間隔に配筋し，厚さ12cm以上，高さ2m以上のもので空洞部をモルタル充てんしたものであること
鋼鉄製
厚さ3.2mm以上の鋼板に30×30mm以上の等辺山形鋼を縦，横40cm以下の間隔に溶接で補強したもの又は厚さ6mm以上の鋼板を使用し，そのいずれも1.8m以下の間隔で支柱を設けた高さ2m以上のものであること
２　圧縮機又は蓄圧器とディスペンサーが、同一の筐体内に配置され、
当該筐体の外面の構造により有効に保護されている場合は、この限りではありません

	添付書類

№

	起動装置の設置位置
（第２項第６号）
	第１号で準用する第７条の３第２項第16号及び第18号から第20号までの製造設備の運転を自動的に停止する装置，第７条の３第２項第19号及び第20号の自動的に温度の上昇を防止するための装置を下記のとおり設置します。
１　主動で操作できる起動装置を設けます。
２　起動装置は火災又はその他緊急のときに速やかに操作できる位置及びディスペンサーに設置します。
	添付書類

№

	遮断装置
（第２項第７号）
	第１号で準用する第７条の３第２項第16号及び第18号から第20号までの規定により，製造設備の運転を停止する場合は，圧縮機の運転を自動的に停止し，かつ，同項第５号及び第８号で規定する遮断措置に遮断弁を用いる場合は，遮断弁を自動的に閉止し，閉止を検知し，並びに閉止状態に異常が生じた場合に警報を発する措置を講じます。
	添付書類

№

	第６条第２項の準用
（第３項第１号）
	第６条第２項第１号イ及びハ，第２号ハ，ヌ及びル並びに第４号から第６号まで並びに第７条の３第３項第２号から第５号までの基準に適合します。
	添付書類

№

	充塡時の火気取扱施設等までの距離
（第３項第２号）
	圧縮水素を燃料として使用する車両に固定した燃料装置用容器に当該圧縮水素を充塡するときは，火気（当該圧縮スタンド内のものは除く。）を取り扱う施設から，多数の人の集合する場所又は引火性若しくは発火性のものをたい積した場所（以下：火気を取り扱う圧縮水素スタンドに係る施設等）から５ｍ以内で充塡しません.
又は，当該容器と火気を取り扱う圧縮水素スタンドに係る施設等との間に漏えいした圧縮水素が当該火気を取り扱う圧縮水素スタンドに係る施設等に流動することを防止するための措置又は圧縮水素が漏えいしたときに連動装置により直ちに使用中の火気を消すための措置を講じます。
	添付書類

№


法第12条第1項及び第２項の技術上の基準に関する事項

（一般則第12条の３の基準に対応する事項：移動式圧縮水素スタンド）
	条　　項
	対　　応　　事　　項
	備　　考

	第６条第１項の準用

（第１項第1号）
	第６条第１項第11号から第14号まで第18号，第19号，第26号，第38号及び第41号並びに第７条の３第１項第３号，第５号から第８号まで，第11号及び第15号並びに第８条第１項第２号及び第４号並びに第８条の２第１項第３号，第４号及び第８号の基準に適合します。
（移動式圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合は，第7条の３第１項第５号，第11号を除く。）
	添付書類

№

	容器及び蓄圧器に取り付けた遮断措置
（第１項第２号）
	圧縮水素の容器及び蓄圧器に取り付けた配管（圧縮水素を送り出し，又は受け入れるために用いられるものに限り，容器及び蓄圧器と配管との接続部を含む.）には，圧縮水素を送り出し，又は受け入れるとき以外は自動的に閉止することができる遮断措置を講じます。
	添付書類

№

	第６条第２項の準用
（第２項第１号）
充塡時の火気取扱施設等までの距離
（第２項第２号）
	第６条第２項第１号イ及びハ，第２号ヌ及びル並びに第４号から第６号まで並びに第７条の３第３項第２号から第５号まで並びに第８条第２項第１号ト及びチ並びに第８条の２第２項第２号ホ及びへの基準に適合すること。
圧縮水素を燃料として使用する車両に固定した燃料装置用容器に当該圧縮水素を充塡するときは，火気（当該移動式圧縮スタンド内のものは除く。）を取り扱う施設から，多数の人の集合する場所又は引火性若しくは発火性のものをたい積した場所（以下：火気を取り扱う移動式圧縮水素スタンドに係る施設等）から５ｍ以内で充塡しません。
又は，当該容器と火気を取り扱う移動式圧縮水素スタンドに係る施設等との間に漏えいした圧縮水素が当該火気を取り扱う移動式圧縮水素スタンドに係る施設等に流動することを防止するための措置又は圧縮水素が漏えいしたときに連動装置により直ちに使用中の火気を消すための措置を講じます。
	添付書類

№
添付書類

№

	圧縮水素の製造
（第２項第３号）

	圧縮水素又は液化水素の製造は、その発生、混合、減圧又は充塡において、次に掲げる基準によることにより保安上支障のない状態で行います。
	添付書類

№

	イ．設備距離
	圧縮水素又は液化水素を製造（第８条の２第２項第２号ホの製造を除く。）するときは、あらかじめ、当該ガスの製造設備の外面から第１種保安物件に対し第１種設備距離（製造設備が第６条第１項第27号並びに第７条の３第２項第10号、第16号及び第20号（温度の上昇を防止するための装置の設置を除く。）の基準に適合している場合にあっては15ｍ）以上、第２種保安物件に対し第２種設備距離（製造設備が第６条第１項第27号並びに第７条の３第２項第10号、第16号及び第20号（温度の上昇を防止するための装置の設置を除く。）の基準に適合している場合にあっては10ｍ）以上の距離を有し、又はこれと同等以上の措置が講じられていることを確認します。
（移動式圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合はこの限りではありません。）
	添付書類

№

	ロ. ディスペンサーからの距離
	ディスペンサーは、その本体の外面から公道の道路境界線に対し第２種設備距離（ディスペンサーの常用の圧力が40MPaを超え82MPa以下の場合にあっては８ｍ、ディスペンサーの常用の圧力が40MPa以下の場合にあっては６ｍ）以上の距離を有し、又はこれと同等以上の措置が講じられていることを確認します。
（移動式圧縮水素スタンドの処理能力又は貯蔵能力が０Ｎｍ3/日であり，かつ，常用の圧力が20MPaの場合はこの限りではありません。）
	添付書類

№
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